
□ □ □ □

備考

予算事業シート 経常事業名

予算
事業名

事業
開始

　 年度 所管
部

課

事業
目的

対象

事業
内容
・

手法

意図

事業
区分

□
法定
受託

□ 都委任 □
義務的
自治

□
単独
自治

22年度 23年度 21～23年度 特定財源名称等

根拠
法令
等

実施
方法

直営 委託
補助
金

分担金及び負担金 千円

指定
管理

事業コスト

単位 21年度

分担金及び負担金
国・都支出金

名称及び補助率特定財源 千円

一般財源 千円

使用料・手数料 千円

国・都支出金 千円

％ #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

その他収入 千円

財
源
内
訳

事業経費 千円

一般財源投入率

②●●報告書印刷費 報告書3種 報告書3種

人件費 千円

事業費 千円

128千円
事
業
費
の
主
た
る
使
途

①テープ反訳委託料
（合計金額は税込）

単価 1.5千円 1.5千円 1.5千円

計 765千円 1,043千円

－

数量 46.5h 130.5h 81.0h

計 73千円 206千円

計

単価

2,540千円

報告書3種

数量 － －

－ － －

734千円

③▲▲委員会委員報
酬

単価

数量 延23回開催 延50回開催 延36回開催

1,600千円 3,560千円

執行率 ％ #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

当初予算（事業費） 千円

予算現額（事業費） 千円

執行率 ％ #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

職
員

  常勤職員 人

  非常勤職員 人

 要綱等を確認し、対象（誰・何を）と意図（どのよ
うな状態にしたいか）を記載してください。 

※事業の目的が 
「○○を対象に△△するため□□する」の場合、
△△が意図 

該当するもの全てにチェック（ ■ ） してください。 
該当するもの全てにチェック（ ■ ） してください。 

 予算事業の手法や事業規模など、具体的な
事業の内容を説明してください。 

※この欄で説明した事業内容を基に、右頁で主

な事業活動等の実績を記入してください。 

財源内訳と事業経費は決算額を入力してください。  

基金・区債は一
般財源扱いとし
ます。 

事業費の主たる使途を３つ（①～③）具体的に記入してください。 

（例）テープ反訳委託料  ●●報告書印刷費  ▲▲委員報酬  

色つきのセルには計算式

が入っています。  

「分担金及び負担金」

又は「国・都支出金」の

特定財源がある場合の

み、その名称と補助率

を記入してください。 

「平成24年度経常事業評価対象事業一覧」にあ

る予算事業名（細目）（細々目がある場合は両

方）を記入してください。 

法令・条例・規則・要綱等、事業の根拠を記入
してください。 



分析結果

方向性

事業活動実績数の将来予測

④

⑤

　

　

　

　

　 ⑥

　 ④

⑥

①

②

③ 　 　

予算事業名

活動実績

主な事業活動
対象者

(物・団体)

21年度 22年度 23年度

活動実績 対象数 活動実績 対象数 活動実績 対象数

①

②

③

④

⑤

類似・関連事業

番号 事業名 番号 事業名

⑥

　 　

　

　

経費の将来予測

数量
分析

事業活動対象数の将来予測

①

③

　

区分 事業の性質

　

　② 　 　

　

公共性

　

⑤

適正な活動領域 現在の活動領域

　

分析

理由
・

課題

　

必要性

内容

あり方検討の必要性

区分

　

受益者負担の導入 類似・関連事業

　　

状況

特記事項

経常事業名

協働

区分

　

　 　

 見直しの観点から分析した内容を記入してください。 

 特に各項目で洗い出した課題については、今後の考え方を記入して

ください。 
 また、分析結果が妥当である場合においても、創意工夫により事業
の見直しが可能かどうか分析してください。 

 対象数は、主な事業活動の対象者（物・団体）が、そのサービスを必

要としている基礎数（母数）です。 

 「経常事業の評価方針」4頁の「(2)必要性」の図を参照して選択してください。 

 ア～クの視点による改善が必要ない事業（ア～クに該当しない事業）は、「区分欄」を空欄とし、この欄に

該当しないと分析した理由を具体的に記入（直接入力）してください。 

 他の事業と統合・連携など、全部又は一部の見直しが可能な場合は、対象となる計画事業名

又は経常事業名を記入してください。（計画事業の場合は番号も入力してください。） 

 導入状況や
検討課題な
どを記入して
ください。 

 主な事業活動で記入した項目について、

今後4・5年程度を目途に、それぞれ将来

 「経常事業の評価方針」3頁の「(1)公共性」の表を参照し、Ⅰ～Ⅸの区分を選択してください。 

 「事業の性質」と「適正な活動領域」は自動で入ります。「現在の活動領域」では、「適正な活動領域」に比べた

現状について、行政の事業の担い手としての関与の度合いに応じた区分を選択してください。  

※「経常事業評価の方針」P3を参照し、予算事業の区分

（A①～③、B①～③）を記入してください。 

DDL  :
導入済
導入不可
導入検討中
導入未検討
対象外

DDL  :
連携・統合済
連携・統合不可
連携・統合検討中
連携・統合未検討
対象外

DDL  :
導入済
導入不可
導入検討中
導入未検討
対象外

DDL :有・無
DDL :有・無 DDL :有・無

DDL :
増加
横ばい
減尐
予測不可

DDL :
適正
活動領域
（大・中・小）

DDL :
継続　拡大　縮小
統合　完了
事業休止　事業廃止

DDL :
増加
横ばい
減尐
予測不可

DDL :
増加
横ばい
減尐
予測不可

DDL :
計　：　計画事業
経　：　経常事業

DDL :
Ⅰ～Ⅸ　※「経常事業評価の方針」P4参照

DDL :
ア～ク
※P5参照


